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※令和７年度は決算見込み額です。

※　人件費相当額試算は、従事職員数に平均人件費を用いて試算したものです。

200,772,773 0

伴走型相談支援
出産・子育て応援ギフト

こども家庭センター
産婦健康診査（2回）
低所得妊婦に対する初回
産科受診料支援

妊婦のための支援給付
妊婦等包括相談支援事業
（伴走型相談支援事業）

１か月児健康診査
妊婦健診（NST検査費用
加算）

208,124,000

執行体制

項 目

令和8年度

事務事業を
構成する
予算事業

本事業の
主な業務

こども家庭センターの運営

妊産婦健康診査等公費助成

妊娠届出受理及び母子健康手帳交付

妊娠８か月時電話支援

マタニティ教室の開催

妊産婦・新生児訪問指導

小・中学校の思春期講演会への講師派遣

産後ケア事業

妊娠６か月時支援レター

赤ちゃん相談、赤ちゃんサロン

妊婦のための支援給付

作成日

細事業名

事
業
費 地方債

年度別計画

245,646,000 173,366,000

0

決算額

国支出金

203,879,000

167,685,540

0

76,572,127

105,296,000

単位：円

97,805,000

総事業費試算

人件費相当試算※

従事職員数（人）人件
費

124,948,699 268,922,427

36,042,572 36,686,556

4.58

事務事業評価表
１．基本事項

4.58 2.38

根拠法令
個別計画等

事業区分

目的
※何のために

母子健康包括支援事業

誰もが安心して子どもを産み育てられるような環境づくりを推進するため

対象
※誰・何を対象に

区分 款

手段
※どのように

母子健康手帳の交付、妊産婦健康診査・新生児聴覚スクリーニング検査公費助成、妊娠6か月時支援レター、マタニ
ティ教室、妊娠８か月時電話支援、妊産婦・新生児訪問、産後ケア事業、赤ちゃん相談・サロン、思春期講演会への
講師派遣・妊婦のための支援給付

成果
※何を求めるか

妊娠経過の異常の早期発見、健康保持のための経済的支援と子どもを産み育てるための環境や意識が醸成される。

中項目 2 健やかで元気に暮らせるまちづくり

0

事務事業

1

事業概要

２．事業費（投入コスト）

総
合
計
画

主要プロジェクト ふかやの魅力を生かした移住定住推進プロジェクト 地域の子育て支援の充実

0

0 0 0 0

102,623,000

11,143,000 110,243,000 102,693,000

200,772,773

区分

大項目

小項目

1

誰もが安心してこどもを産み育てることを支援するためにこども家庭センター（母子保健）を開設し、母子健康手帳
の交付、妊産婦新生児訪問等を実施する。妊産婦健康診査公費助成、産後ケア事業、妊婦のための支援給付（妊婦・
産婦応援ギフト）などを通じて、妊娠期から産後間もない時期に経済的支援と専門職による切れ目のない相談支援を
実施する。

県支出金 1,191,000 25,823,000 13,418,000 7,264,000 3,381,000

母子保健費

財
源
内
訳 他特定財源

一般財源

予算（現額）

59,909,000

保健衛生費

妊産婦、新生児、乳幼児、小・中学生、高校生

0

219,676,693 223,521,930

18,903,920 19,642,930

2.23 2.23

96,169,871

0

232,235,871

令和5年度 令和6年度

187,254,474

19,568,934

令和08年06月19日(金)

令和9年度

母子保健法　深谷市妊産婦健康診査・新生児スクリーニ
ング検査助成金交付要綱
こども家庭センター設置要綱　新生児・妊産婦訪問実施
要綱
産後ケア事業実施要綱

■ □

94,358,540 88,212,773

保健センター 担当係 保健指導第二係 管理番号 29321母子健康包括支援事業

健康でいきいきと暮らせるまち

健康づくりの推進

令和7年度

衛生費

88,906,127

産婦健康診査
新生児聴覚スクリーニン
グ検査の助成拡大
妊娠6か月時支援レター

担当課

令和4年度

前年度決算額（円）

一般会計



目標値の算定根拠/実績値の出所

観点別評価は、指標達成の有無の他、その達成率も勘案して総合的に評価します。
目標値の設定がないものについても、進捗状況等を踏まえA～Cの三段階にて評価します。

・活動実績は、見込みに沿い、か
つ投入資源に見合っているか。

（１）事業達成度評価
事業達成度評価は、意図した活動により事業目的に適う成果がでているかを評価します。
（評価基準）（A:達成している　B:おおむね達成している　C:達成していない）

A活動

評価理由・指標数値の推移
妊娠期から出産、産後間もない時期において、すべての妊産婦による助産
師、保健師による切れ目ない支援を実施することができた。

指標名

新生児・妊産婦訪問指導実施
人数

妊娠８か月時電話支援実施率

目標値

実績値

育てにくさを感じた時、解決
方法を知っていると回答した
割合

目標値の算定根拠/実績値の出所

実績値の算出式

評価評価の観点区分

88.90 78.9088.20

95.30 98.30

92.00 92.00

％

目標値

実績値

実績値の算出式

目標値の算定根拠/実績値の出所

成果指標１

成果指標２

単
位

事業

３．評価指標

目標値の算定根拠/実績値の出所

活動指標１
実績値

平成２９年度の実績から目標値を設定　/　母子包括支援事業メニュー数

区分

母子健康包括支援事業メ
ニュー数

目標値の算定根拠/実績値の出所

実績値の算出式

目標値の算定根拠/実績値の出所

成果指標３

実績値の算出式

実績値

目標値

1,657.00

92.00

健やか親子２１の中間評価指標を目標値としている　/　母子保健実施事業調査

実績値の算出式

1,541.00 1,511.00 1,432.00

84.50

100.00

％

　

実績値

目標値

実績値

目標値

実績値の算出式

目標値の算定根拠/実績値の出所

令和
9年度

令和
4年度

令和
5年度

令和
6年度

評価者 保健指導第1係長　呉　明香　第２係長　小井土　和美

区分 評価の観点 評価 評価理由

効率性

・意図した成果が上がっている
か。
・指標未達成の場合は、その原因
を分析できているか。

・ICTの活用や業務改善が充分か。
  ※検証必須
・コスト面など効率的に執行できてい
るか。
・民間委託や他事業との統合・連携が
可能か。

令和７年１２月より、妊娠届出のLINE予約を開始した。随時の電話予約や
当日も来所も受け付けているが、ほとんどのかたが予約してから来所して
いる。対象者のかたの待ち時間の減少だけでなく、面談前の準備や支援の
必要なかたには、事前に担当保健師が面談できるようになった。

B

A

妊娠届出数が増加したことにより、妊産婦・新生児訪問指導実施人数は増
加した。対象者は増加したが、全数把握もできた。
育てにくさを感じた時、解決方法を知っていると回答した保護者の割合が
減少した。困った時の相談先を知っていることは重要なため、改めて、妊
娠期から出産、産後間もない時期を通じた切れ目ない相談支援を実施する
とともに、こども家庭センターの周知に努めていきたい。

成果

（２）事業効率性評価
事業効率性評価は、執行体制や手段など効率的に事務事業を執行しているかを評価します。
（評価基準）（A:効率的である　B:高める余地あり　C:効率的でない）

評価者 保健指導第1係長　呉　明香　第２係長　小井土　和美

9.00 10.00 10.00 10.00

４．観点別評価

目標値

実績値

目標値

実績値の算出式

8.00

92.00 92.00

実施率の向上を目指すため、目標値を設定している　/　支援人数／妊娠届出数（転出入含

98.00 97.30

100.00 100.00

92.00

　

令和
7年度

令和
8年度

10.00

11.00

100.00

人

10.00

出生数は毎年変わるので、目標値の設定はできない　/　実施人数

100.00 100.00

11.00 11.00


